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より対処することが必要であり、後期５か年
計画においても、特別支援学校教諭免許状の
保有率向上をすべての都道府県において中期
計画等に位置付けることを目標として盛り込
んでいる。

（３）特別支援教育の関係機関等

ア 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所
は、我が国における特別支援教育のナショナ
ルセンターとして、自閉症を併せ持つ知的障
害のある子どもの教育を行っている筑波大学
附属久里浜特別支援学校との連携を図りなが
ら、特別支援教育に関する政策的な課題や教
育現場の喫緊の課題について、実際的な研究
を総合的に行うとともに、各都道府県等にお
いて指導的立場に立つ教員等を対象に、「特
別支援教育専門研修」や「特別支援教育コー
ディネーター指導者研究協議会」、「発達障害
教育指導者研究協議会」等の研修事業を実施
している。さらに、同研究所の「発達障害教
育情報センター」において、教育関係者等に
対し、インターネットを通じて、発達障害に
関する各種教育情報の提供や教員研修用講座
の配信を行っている。（参照：http://icedd.
nise.go.jp（※発達障害教育情報センターホー
ムページへリンク））。

イ 特別支援教育センター
都道府県の特別支援教育センターにおい
て、当該都道府県における特別支援教育関係
職員の研修、障害のある子どもに係る教育相
談、特別支援教育に係る研究・調査等が行わ
れている。

４．社会的及び職業的自立の促進

（１）特別支援学校と関係機関等の連
携・協力による就労支援

障害のある人が、生涯にわたって自立し社
会参加していくためには、企業等への就労を
支援し、職業的な自立を果たすことが重要で
ある。しかしながら、近年、特別支援学校高
等部卒業者の進路を見ると、福祉施設等入所
者の割合が約６割に達する一方で、就職者の
割合は約２割にとどまっているなど、職業自
立を図る上で厳しい状況が続いている。この
背景としては、特別支援学校高等部の整備が
進んできたことや、障害の重度・重複化に伴
う訪問教育対象者の増加などによる高等部在
籍者数の増加の割合に比して、就職者数はほ
ぼ横ばいであるという状況があることなどが
考えられる。
障害者の就労を促進するためには、福祉か
ら雇用に向けた施策を進めると同時に、学校
から雇用に向けた施策を進めるなど、教育、
福祉、医療、労働などの関係機関が一体と
なった施策を講じる必要がある。
このため、文部科学省では、平成２２年６月
に、各都道府県教育委員会等に対し、特別支
援学校就労支援セミナー等労働関係機関等に
おける種々の施策の積極的な活用を促すな
ど、厚生労働省と連携した取組を進めてい
る。
また、特別支援学校と関係機関との連携に
よる職業教育の改善に関する研究に取り組ん
でいる。

（２）高等教育等への就学の支援

障害のある人がその能力・適性等に応じて
高等教育へ進むための機会を拡充するために
は、受験機会の確保、必要な施設・設備の整
備等につき一層の充実を図ることが必要であ
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る。このため、従来から各国公私立大学等に
対し、大学入学者選抜実施要項や各種会議を
通じて、障害のある入学志願者に対しては、
大学入学者選抜の際には、事前の相談体制の
充実とともに、障害の種類・程度に応じ、点
字による出題、試験時間、試験場の整備等特
別な措置をとることなどの配慮を求めてい
る。
なお、それらの趣旨を踏まえ、大学入試セ
ンター試験や各大学の個別試験においては、
点字・拡大文字による出題、筆跡を触って確
認できるレーズライターによる解答、チェッ
ク解答、試験時間の延長、代筆解答などの特
別な措置を講じている。
学校施設については、障害のある人の円滑
な利用に配慮するため、従来よりスロープ、
エレベーター、手すり、障害者用トイレ等の
整備を進めるとともに、障害のある学生が快
適な学生生活を送れるよう学習支援体制の充
実・強化を図るため、各大学等において教育
上の特別の配慮が行われている。
聴覚障害のある人及び視覚障害のある人の
ための高等教育機関である国立大学法人筑波
技術大学は、①障害に適応した実践的な職業
人、率先して社会に貢献できる人材の育成、
②障害教育カリキュラム及び障害補償システ
ムの開発研究等を行っている。
テレビ・ラジオ放送等のメディアを効果的
に活用して、遠隔教育を行っている放送大学
では、昭和６０年に開学して以来、自宅で授業
を受けることができ、障害のある人を含め広
く大学教育を受ける機会を国民に提供してい
る。また、平成１４年４月には大学院文化科学
研究科を開設しており、２３年度第２学期現
在、教養学部及び大学院を併せて約８万
６，０００人の学生が学んでいる。
なお、障害のある学生に対しては、放送授
業の字幕放送化の推進や単位認定試験におけ
る点字出題や音声出題、試験時間の延長等を

行っている。

（３）地域における学習機会の提供

障害のある子どもの学校外活動や学校教育
終了後における活動等を支援するためには、
地域における学習機会の確保・充実を図ると
ともに、障害のある人が地域の人々と共に、
地域における学習活動に参加しやすいように
配慮を行う必要がある。
公民館や図書館、博物館といった社会教育
施設については、それぞれの施設に関する望
ましい基準を定め、障害の有無にかかわら
ず、すべての人々にとって利用しやすい施設
となるよう促している。
また、平成１９年度より、文部科学省と厚生
労働省が連携し、地域社会の中で、放課後等
に子どもたちの安全・安心な居場所をつくる
ため、全国の小学校区での実施を目指し推進
を図っている総合的な放課後対策「放課後子
どもプラン」を実施している。
独立行政法人国立青少年教育振興機構で
は、体験活動が青少年の健全育成にとって重
要な役割を果たしていることを踏まえ、障害
の有無にかかわらず、より多くの青少年に体
験活動の機会と場を提供できるよう、体験活
動事業の実施や指導者養成、施設・設備の整
備に取り組んでいる。

（４）家庭への支援等

教育の機会均等の趣旨及び特別支援学校等
への就学の特殊事情にかんがみ、保護者の経
済的負担を軽減し、その就学を奨励するた
め、就学のため必要な諸経費のうち、教科用
図書購入費、交通費、寄宿舎居住に伴う経
費、修学旅行費等について、保護者の経済的
負担能力に応じて、その全部又は一部を助成
する特別支援教育就学奨励費が保護者に支給
されている。
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大学等における障害のある学生の修学支援について

日本学生支援機構（以下「JASSO」という）は、学生支援を総合的に展開する独立行政法人として平成１６年４
月に設置された法人で、「障害により修学に特別の支援を必要とする学生等に対する支援」に関する事業も担っ
ています。

JASSOでは、障害のある学生の修学支援に関して、全国の大学、短期大学及び高等専門学校（以下、「大学等」
という）を対象とする実態調査を平成１７年度から継続的に実施しています。２３年５月１日現在の大学等に在籍す
る障害のある学生は、１０，２３６人（大学院生、専攻科生含む。）であり、学生総数３，２３５，５７５人のおよそ０．３２％に当
たります（回答校数：１，２０６校 回収率：１００％）。

障害種別には、「視覚障害」が６８１人（障害学生総数の６．７％）、「聴覚・言語障害」が１，５５６人（同１５．２％）、「肢
体不自由」が２，４９１人（同２４．３％）、「病弱・虚弱」が２，０４７人（同２０．０％）、「発達障害（診断書有）」が１，４５３人（同
１４．２％）などとなっています（※１、図１）。また、障害のある学生が在籍している学校数は８０７校で、これは学
校総数の６６．９％に当たります（図２）。

平成１９年度調査から実施している、障害学生の進路状況については、平成２２年度最高年次障害学生数１，９０３人
のうち、卒業した障害学生数は１，４３９人であり、更にこのうち進学・就職等（※２）をした数は９３５人となってい
ます（図３）。

また、平成２０年度調査から、新たに、診断書は有していないものの、発達障害があることが推察されることに
より、実際に教育上の支援を行っている学生数及び具体的な支援内容について調査しており、平成２３年度につい
ても同様に調べたところ、診断書は有していないものの、発達障害があることが推察されることにより、実際に
教育上の支援を行っている学生数は、２，３１０人でした。具体的な支援内容としては、授業支援では「実技・実習
配慮」「休憩室の確保」「注意事項等文書伝達」など、授業以外の支援では「保護者との連携」「学習指導（履修
方法、学習方法等）」などでした。調査結果の詳細については、JASSOホームページをご覧ください。

JASSOでは、実態調査等から明らかとなった実態を踏まえ、大学等における障害のある学生に対する支援環
境の整備・充実を図る取組を進めていくため、平成１８年１０月に「障害学生修学支援ネットワーク事業」を立ち上
げました。本事業では、積極的に取組を進めている大学を「拠点校」とし、全国の大学等の障害学生修学支援担
当者からの相談に応じる等の事業を行なっています。現在、札幌学院大学、宮城教育大学、筑波大学、富山大
学、日本福祉大学、同志社大学、関西学院大学、広島大学、福岡教育大学の９大学が拠点校となっています。ま
た、障害者施策の専門的な研究機関を「協力機関」としており、国立特別支援教育総合研究所、筑波技術大学、
国立障害者リハビリテーションセンターの３機関がこの事業をサポートしています。

また、すでに障害学生支援に取り組んでいる教職員を対象とし、個別事例について各大学等の担当者が情報交
換と検討を行い、課題の解決につなげていくことを目的に「障害学生修学支援事例研究会」を、開催しています。
この他、障害のある学生を初めて受け入れる学校においてもわかりやすいよう、高等教育における障害学生支援
の基本的な考え方や、どのような支援を行えばよいかを障害種別、場面別にまとめた『教職員のための障害学生
修学支援ガイド（平成２３年度改訂版）』を作成しています。今回の改訂では、災害時の支援として、日頃から確
認しておく事項等を障害種別ごとに記載しています。また、教職員を対象とした研修において、その研修の目
的、内容、時間等に合わせてオリジナルプログラムが組め、教職員を対象とした研修に使えるようなプログラム
である『障害学生支援についての教職員研修プログラム（DVD＆PowerPoint）』を作成し、全高等教育機関に配
布するとともに、ホームページにも掲載し、積極的に障害学生の支援情報を提供しています。こうした取組を通
じて、高等教育機関における障害のある学生の修学支援の充実につなげていきたいと考えています。

JASSO障害学生修学支援URL
http://www.jasso.go.jp/tokubetsu_shien/index.html

※１ 「病弱・虚弱」及び「発達障害」については、医師の診断書がある者を条件に調査
※２ 大学院、大学学部、短期大学本科、専攻科、別科、臨床研修医、専修学校・教育訓練校等へ進んだ者及び

就職者
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障害学生数
（障害種別）
10,236 人

聴覚障害
681人
6.7% 聴覚・

言語障害
1,556 人
15.2%

その他
1,838 人
18.0％

病弱・虚弱
2,047 人
20.0％

重複 170人 1.7％

発達障害（診断書有）1,453 人 14.2％

肢体不自由
2,491 人
24.3％

障害学生
在籍学校数
807校

０人
399校
33.1％

１人
153校
12.7％

6～ 10 人
151 校
12.5％

11 ～ 20人 109 校 9.0％

2～ 5人
276 校
22.9％

21 人以上 118校 9.8％

平成 22年度
卒業障害学生
1,439 人
進路状況

進学者
214人
14.9％

その他
295人
20.5％

死亡・
不詳の者
126人 8.8％

医療・福祉施設入所等 24人 1.7％

就職者 677人
47.0％

一時的な職に就いた者 59人 4.1％

臨床研修医 2人 0.1％

専修学校・外国の学校・教育訓練機関等
42人 2.9％

■図１ 障害学生数（障害種別）

■図２ 障害学生在籍学校数

■図３ 平成２２年度卒業障害学生進路状況

（注）係数は、四捨五入の関係で一致しない場合がある。


